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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像素子用の撮像レンズであって、物体側から順に第１レンズ、第２レンズ、第３レン
ズ、第４レンズとを配置して構成され、全てのレンズの両面を非球面で形成し、かつ第１
レンズの物体側の面から第３レンズの物体側の面のうち、何れか一つの面に色分散機能を
発揮する回折光学面を形成し、全てのレンズをプラスチック材料で構成し、以下の条件式
（１）、および（４）を満足することを特徴とする撮像レンズ。
（１）０．８３＜ｆ／ｆ１２＜１．０４
（４）－０．０１＜ｆ／ｆｄ＜０．１５
ｆ：全系の焦点距離
ｆ１２：第１レンズと第２レンズの合成焦点距離
ｆｄ：回折光学面の焦点距離
【請求項２】
　前記第１レンズは両凸レンズであり、
　前記第２レンズは両凹レンズであり、
　前記第３レンズは物体側に凹面を向けた正の屈折力を有するメニスカスレンズであり、
　前記第４レンズは両凹レンズであり、
　開口絞りを第１レンズの物体側の面に配置したことを特徴とする請求項１記載の撮像レ
ンズ。
【請求項３】
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　以下の条件式を満足することを特徴とする請求項１または請求項２に記載の撮像レンズ
。
（２）－０．０５＜ｆ／ｆ３４＜０．０８
（３）－０．０７＜ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＜－０．０３
ただし、
ｆ：全系の焦点距離
ｆ３４：第３レンズと第４レンズの合成焦点距離
ｆ２：第２レンズの焦点距離
ｆｄ：回折光学面の焦点距離
Ｖ２：第２レンズのｅ線のアッベ数
Ｖｄ：回折光学面のｅ線のアッベ数
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、ＣＣＤ(Charge Coupled Device)センサやＣＭＯＳ(Complementary Metal
Oxide Semiconductor)センサ等の撮像素子上に被写体の像を形成する撮像レンズに係り、
携帯電話機等の携帯情報端末（ＰＤＡ：Personal Digital
Assistant）に搭載される小型の撮像レンズに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話機の殆どにカメラ機能が搭載されるようになっている。最近ではデジタ
ルスティルカメラに匹敵するような高解像度のカメラ機能を搭載した携帯電話機も登場し
ている。また、このようなカメラ機能を実現する撮像装置は、携帯電話機の小型化や薄型
化の要求に対応して益々小型化が進んでいる。撮像装置に組み込まれる撮像レンズも、必
然的に小型化が強く要求されている。また、撮像素子の高画素化、高解像度化に十分適用
が可能な高い光学性能を実現した撮像レンズも強く要求されている。
【０００３】
　撮像素子の小型化、高画素化に伴って、益々画素サイズは微細化され、高密度化されて
きている。最近では画素ピッチが１．４ミクロンを下回るような撮像素子も提案されてい
る。このような撮像素子に対応する撮像レンズに要求される性能は、収差が小さいという
だけでは不十分になりつつある。十分な分解能を有する明るい光学系、即ちレンズの大口
径比化が強く要求されるからである。従来、３枚構成の撮像レンズが多く提案されてきた
が、上述のような撮像素子に適用するために、４枚構成や５枚構成の撮像レンズも提案さ
れるようになってきている。
【０００４】
　例えば特許文献１に記載の撮像レンズは、物体側から順に、物体側の面が凸形状の正の
第１レンズと、像面側に凹面を向けた負のメニスカス形状の第２レンズと、像面側に凸面
を向けた正のメニスカス形状の第３レンズと、両面が非球面形状で光軸近傍において像面
側の面が凹形状の正または負の第４レンズとから構成される。当構成において、第１レン
ズと第２レンズのアッべ数を好ましい範囲に設定することで、軸上色収差および倍率色収
差の補正効果を得、第２レンズと第１レンズの焦点距離の比、及び第３レンズと第４レン
ズの焦点距離の比について好ましい範囲に設定することによって、テレセン性の確保と軸
上色収差および倍率色収差の補正とを行いつつ、レンズ系全体の小型化を確保している。
また、特許文献２、特許文献３に記載の撮像レンズは、５枚構成にすることによって、４
枚構成の問題点を解決し実用的なレンズを提案している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－２１９０７９号公報
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【特許文献２】特開２００７－２６４１８０号公報
【特許文献３】特開２０１０－１９７６６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１によれば、比較的良好な収差を得ることは可能である。しかし、上述したよ
うな小型化、高密度化された撮像素子に適用して十分な分解能を得るためにはＦ／２.４
程度の大きな口径比が要求される。特許文献１では、光学全長が長いため、小型化には向
かない。また、大口径比を確保しながら、良好な収差補正を実現するのは困難である。特
許文献２、及び特許文献３は、４枚構成の課題を解決して実用的なレンズを提案するもの
であるが、構成枚数が多いため、低コスト化に不利である。また、製造公差に敏感なレン
ズを多く使用することになるため、製造コストの面からも不利となる。さらに、ガラス材
料を多用していることも低コスト化に不利になる。また、特許文献２、及び特許文献３に
おいて低コスト化のためにプラスチックレンズを選択すると、材料の選択肢が極めて少な
いことから色収差補正や他の収差補正の両立が困難になるという問題があった。
 
【０００７】
　本発明は上述した従来技術の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、近年の携
帯電話機の薄型化に対応した、小型で、効果的に色収差を補正し、他の諸収差をも良好に
補正し、大口径比で高性能な撮像レンズを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の課題を解決するために、本発明では、物体側から順に第１レンズ、第２レンズ、
第３レンズ、第４レンズを配置して構成し、全てのレンズの両面を非球面で形成し、かつ
第１レンズの物体側の面から第３レンズの物体側の面のうち、何れかの一つの面に色分散
機能を発揮する回折光学面を形成し、全てのレンズをプラスチック材料で構成した。
【０００９】
　上記のような構成とすることで、各収差を良好に補正し、最適な面に回折光学面を形成
することで色収差の良好な補正を実現している。
【００１０】
　回折光学面は、光路差関数で定義される光路差を発生させるレリーフによって構成され
るものである。通常のガラス材料のｅ線におけるアッベ数は２５から８０なのに対して、
回折光学面のｅ線のアッベ数は約－３．３と逆符号でおよそ一桁大きな分散を示す性質が
ある。色収差の補正のために、少なくとも２種類の分散の異なる材料を組み合わせること
は周知であるが、さらに回折光学面を適切な面に形成することで、より効果的に色収差補
正を実現することが可能になる。
【００１１】
　回折光学面を用いない一般のレンズ系においては、色収差補正用として高分散材料のレ
ンズを開口絞りに近い位置に配置するのが一般的である。同様に、回折光学面も開口絞り
に近い位置に配置することで、軸上および軸外の色収差の補正に有効である。
【００１２】
　本発明では、第１レンズの物体側の面から第３レンズの物体側の面のうち、何れかの一
つの面に回折光学面を形成している。
 
【００１３】
　本発明のレンズ構成は、色収差の補正効果を得るため、第２レンズの屈折力を負にする
とともに、分散の大きい材料を採用している。しかし、材料の組み合わせだけでは、補正
効果に限界があり、どうしても色収差が残存してしまう。そこで本発明は、この残存する
色収差を効果的に低減するため、回折光学面をレンズ系の最適な位置に形成し、軸上およ
び軸外色収差の良好な補正を可能にしている。
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【００１４】
　また、本発明では、製造の容易性と低コスト化のために全てのレンズをプラスチック材
料で構成している。周知のように、光学系において選択可能なプラスチック材料には制限
がある。即ち、ガラス材料のような高屈折率低分散材料をプラスチック材料に求めること
は出来ない。従来、全てのレンズをプラスチック材料にする場合、諸収差と像面湾曲と色
収差の全てを同時に補正するのは困難であった。本発明では、回折光学面が好適に色収差
の補正を担うことで、色収差以外の諸収差の補正を容易にしている。従って、全てのレン
ズにプラスチック材料を採用しても、収差が良好に補正された低コストの撮像レンズが実
現可能となる。
【００１５】
　上記構成の撮像レンズは、第１レンズは両凸レンズであり、第２レンズは両凹レンズで
あり、第３レンズは物体側に凹面を向けた正の屈折力を有するメニスカスレンズであり、
第４レンズは両凹レンズであり、開口絞りを第１レンズの物体側の面に配置している。
【００１６】
　第１レンズを両凸レンズとすることの効果について説明する。第３レンズ、第４レンズ
は結像面近くに位置するため、光軸上に結像する光線の通過領域が狭く、軸上色収差補正
への関与は小さい。従って、軸上色収差の補正は第１レンズと第２レンズとで行うことに
なり、必然的に第１レンズの屈折力を強く設定する必要がある。ここで、第１レンズによ
る球面収差の発生と公差感度を低く抑え、その他の収差をバランスよく補正するためには
、第１レンズを両凸形状にするのが効果的である。
【００１７】
　また、第２レンズは両凹レンズであり、色収差補正を行うと同時に非点収差及びコマ収
差の補正に大きな役割を果たしている。第２レンズの物体側の面は像側の面よりも大きな
曲率半径とすることが望ましい。そうすることで、倍率の色収差や軸外の諸収差を有効に
補正することが可能になる。しかし、一方で大口径比化や広画角化、光学全長短縮化に対
しては、第２レンズの物体側の面を像側の面よりも大きな曲率半径に設定すると軸外収差
が悪化する傾向になる。また、第２レンズの像側の面の負の屈折力が強くなり過ぎると公
差感度が厳しくなる傾向になる。本発明ではこれらの問題を、適切な位置に回折光学面を
形成することで解決している。
【００１８】
　また、第３レンズを物体側の面が凹面の正の屈折力を有するメニスカスレンズとし、第
４レンズを負の屈折力を有する両凹レンズとすることで、全長の短縮化と軸外光線に関わ
る諸収差を良好に補正している。第３レンズを物体側に凹面を向けた正の屈折力を有する
メニスカスレンズにすることで、適切なバックフォーカスを維持しながら、光学全長の増
大を抑制することが可能になる。また、第４レンズを両凹形状のレンズにすることによっ
て、ディストーションの低減と撮像素子に入射する主光線角度のテレセントリック性を確
保している。
【００１９】
　さらに、開口絞りを第１レンズの物体側の面に配置することで撮像素子へ入射する主光
線角度を一定の範囲内に抑制出来るようにしている。
【００２０】
　また、上記構成の撮像レンズは、以下の条件式を満足することを特徴とする。
（１）０．８３＜ｆ／ｆ１２＜１．０４
（２）－０．０５＜ｆ／ｆ３４＜０．０８
（３）－０．０７＜ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＜－０．０３
（４）－０．０１＜ｆ／ｆｄ＜０．１５
ただし、
ｆ　：全系の焦点距離
ｆ１２：第１レンズと第２レンズの合成焦点距離
ｆ３４：第３レンズと第４レンズの合成焦点距離
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ｆ２　：第２レンズの焦点距離
ｆｄ　：回折光学面の焦点距離
Ｖ２：第２レンズ材質のｅ線のアッベ数
Ｖｄ：回折光学面のｅ線のアッベ数
【００２１】
　条件式（１）は第１レンズと第２レンズの合成の屈折力を、全系の屈折力に近い値にす
ることで球面収差を抑え、軸上色収差を補正するための条件である。条件式（１）の下限
値「０．８３」を下回ると諸収差の補正、大口径化、広画角化には有利になるが、光学全
長が長くなるので小型化が困難になる。一方、上限値「１．０４」を超えると第１レンズ
と第２レンズの合成の屈折力が強くなり過ぎ、諸収差の補正、大口径化、広画角化が困難
となる。
 
【００２２】
　条件式（２）は第３レンズと第４レンズの合成の屈折力をゼロに近い値にすることで、
光学全長の短縮化、適切なバックフォーカスの確保、ディストーションの補正、撮像素子
への主光線入射角度の制御を容易にするものである。条件式（２）の下限値「－０．０５
」を下回ると、光学全長の短縮化には有利になるがディストーションが正方向に大きくな
ると同時に主光線入射角度も大きくなるため、収差補正が困難になる。一方、上限値「０
．０８」を超えると光学全長が長くなったり、バックフォーカスの確保が困難になる。
【００２３】
　条件式（３）は第２レンズの屈折力と回折光学面の近軸の屈折力との関係を規定し、最
適な色収差補正を実現するための条件である。条件式（３）の下限値「－０．０７」を下
回ると色収差を補正するための第２レンズ及び回折光学面の屈折力が過剰となり、色収差
補正が困難となる。一方、上限値「－０．０３」を上回ると逆に屈折力が不足するため、
この場合も色収差補正が困難になる。
【００２４】
　ところで、２枚構成の薄肉レンズにおける色消し補正は次式によって与えられることが
知られている。
Ｖ１・ｆ１＝－Ｖ２・ｆ２

ただし、
Ｖ１：第１レンズのアッベ数
ｆ１：第１レンズの焦点距離
Ｖ２：第２レンズのアッベ数
ｆ２：第２レンズの焦点距離
　例えば、全系の焦点距離を１．０、Ｖ１＝５６．７、Ｖ２＝２６．０とすれば、ｆ１＝
０．５４１４、ｆ２＝－１．１８０８、１／（Ｖ２・ｆ２）＝－０．０３３が容易に得ら
れる。同様に第２レンズを回折光学面としてＶ２＝－３．３２６を与えると、ｆ１＝１．
０５８８、ｆ２＝１８．０１、１／（Ｖ２・ｆ２）＝－０．０１７が得られる。本発明に
おける第２レンズの位置は、開口絞りから最適に離れた距離に配されている。この場合、
条件式（３）の値は上記２枚の薄肉レンズの値より大きな絶対値となるが、回折光学面と
組み合わせることで、この値を変化させることが出来る。本発明において、開口絞りから
最も遠くに位置する回折光学面は、第３レンズの物体側の面である。この面に光線が通過
する領域は、レンズにより集光されるため、開口絞りを通過する光線領域の約５０％にな
る。このような場合において、上記のような薄肉レンズと同程度の色収差補正を可能にす
るためには条件式（３）の下限値「－０．０７」が限度となる。
【００２５】
　条件式（４）は回折光学面の近軸の屈折力の範囲を規定するもので、条件式（３）と相
まって良好な色収差補正を実現するための条件である。条件式（４）の下限値「－０．０
１」を下回ると第２レンズの軸上色収差補正の負担が大きくなり収差補正が困難になる。
一方、上限値「０．１５」を超えると軸上色収差補正が過剰となり、軸上色収差と倍率の
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色収差のバランスが崩れ良好な色収差補正が困難になる。
【００２６】
　回折光学面の近軸の屈折力は、光路差関数が高次方程式で定義されることから、必ずし
も実際の色収差補正の状態を直接表すものではない。しかし、回折光学素子を設置する位
置と近軸の屈折力には一定の傾向が認められる。即ち、物体側に近い側に回折光学面を配
置した場合、主に軸上色収差補正のために近軸の屈折力が大きくなる。これに対して、物
体側から遠い面に配置される場合は主に倍率の色収差補正が必要になるため、必ずしも近
軸の屈折力を大きくする必要なない。本発明の第３レンズ、第４レンズの構成の場合、軸
外における収差補正量が多く、非球面の作用で倍率の色収差の変化が大きくなるため、回
折光学面は近軸の屈折力が比較的小さな値をとり、光路差関数の高次項が大きな値をとる
ようになる。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、４枚構成で回折光学面を最適な位置に配置することにより、従来より
も色収差が良好に補正され、かつ他の収差補正との両立を実現した小型で高性能な撮像レ
ンズを提供することができる。
【００２８】
　また、全てのレンズにプラスチック材料を使用することによって低コスト化を可能にし
ている。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施例１に係る撮像レンズの断面図である。
【図２】同上、諸収差図である。
【図３】本発明の実施例２に係る撮像レンズの断面図である。
【図４】同上、諸収差図である。
【図５】本発明の実施例３に係る撮像レンズの断面図である。
【図６】同上、諸収差図である。
【図７】本発明の実施例４に係る撮像レンズの断面図である。
【図８】同上、諸収差図である。
【図９】本発明の実施例５に係る撮像レンズの断面図である。
【図１０】同上、諸収差図である。
【図１１】本発明の実施例６に係る撮像レンズの断面図である。
【図１２】同上、諸収差図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、本発明を具体化した実施形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。
【００３１】
　図１、図３、図５、図７、図９、図１１はそれぞれ、本発明の実施形態の実施例１～６
に対応するレンズ断面図を示したものである。いずれの実施例も基本的なレンズ構成は同
一であるため、ここでは実施例１のレンズ断面図を参照しながら、本実施の形態に係る撮
像レンズのレンズ構成について説明する。
【００３２】
　図１に示すように、本発明の撮像レンズは、第１レンズＬ１は両凸レンズ、第２レンズ
Ｌ２は両凹レンズ、第３レンズＬ３は物体側に凹面を向けた正の屈折力を有するメニスカ
スレンズ、第４レンズＬ４は両凹レンズで構成されている。また、全てのレンズの両面は
非球面で形成され、全てのレンズはプラスチック材料で構成されている。
【００３３】
　なお、全ての実施例において、第１レンズＬ１の物体側の面Ｒ１の有効径の周縁が開口
絞りＳＴの作用を兼ねている。また、第４レンズＬ４の像側の面Ｒ８と結像面Ｓとの間に
Ｒ９、Ｒ１０で構成されるカバーガラスが配置されている。断面図においてｄ１，ｄ２，
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・・・，ｄ９は面間隔を、Ｘは光軸を、ＤＯＥは回折光学面をそれぞれ表している。
【００３４】
　本実施の形態では、全てのレンズ面を非球面で形成している。これらレンズ面に採用す
る非球面形状は、光軸方向の軸をＺ、光軸に直交する方向の高さをＹ、円錐係数をＫ、非
球面係数をＡ２ｉとしたとき，数式１により表される。
【００３５】
　また、第１レンズＬ１の物体側の面Ｒ１から第３レンズＬ３の物体側の面Ｒ５のうち、
何れか一つの面に、数式２で表される光路差関数としての回折光学面ＤＯＥが形成されて
いる。
【数１】

【数２】

ただし、
Ｐ ：光路差（単位：波長）
Ｂ２ｉ ：光路差関数係数（ｉ＝１～ｎ）
 
【００３６】
　次に、本実施の形態に係る撮像レンズの実施例を示す。各実施例において、ｆはレンズ
系全体の焦点距離を、ＦｎｏはＦナンバーを、ωは半画角をそれぞれ示す。また、面番号
は物体側から数えた番号を示し、Ｒは曲率半径を示し、ｄは光軸に沿ったレンズ面間の距
離（面間隔）を示し、ｎはｅ線に対する屈折率を、ｖはｅ線に対するアッベ数をそれぞれ
示す。
【実施例１】
【００３７】
　基本的なレンズデータを以下の表１に示す。なお、回折光学面ＤＯＥは第３レンズＬ３
の物体側の面Ｒ５に形成されている。
【００３８】
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【表１】

【００３９】
　次に実施例１における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各係数の値を以下
の表２に示す。
 
【００４０】

【表２】
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【００４１】
　各条件式の値を以下に示す。
（１）ｆ／ｆ１２＝０．９１６
（２）ｆ／ｆ３４＝０．０５５
（３）ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＝－０．０３６
（４）ｆ／ｆｄ＝－０．００２
このように、実施例１に係る撮像レンズは条件式（１）～（４）を満足する。
【００４２】
　図２は、実施例１の撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、および
ディストーション（％）を示したものである。これらの収差図において、球面収差図には
Ｆ線（４８６．１３ｎｍ）、ｅ線（５４６．０７ｎｍ）Ｃ線（６５６．２７ｎｍ）の各波
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像面Ｔにおける収差量とをそれぞれ示す（図４、６、８、１０、１２において同じ）。
【００４３】
　図２に示されるように、実施例１に係る撮像レンズによれば、色収差が良好に補正され
、その他の収差も好適に補正される。
【実施例２】
【００４４】
　基本的なレンズデータを以下の表３に示す。実施例２においても、実施例１と同様、回
折光学面ＤＯＥは第３レンズＬ３の物体側の面Ｒ５に形成されている。
【００４５】
【表３】

【００４６】
　次に実施例２における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各係数の値を以下
の表４に示す。
 
【００４７】
【表４】
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　各条件式の値を以下に示す
（１）ｆ／ｆ１２＝０．９４３
（２）ｆ／ｆ３４＝０．０２４
（３）ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＝－０．０５３
（４）ｆ／ｆｄ＝０．０４５
このように、実施例２に係る撮像レンズは条件式（１）～（４）を満足する。
【００４９】
　図４は、本実施例２に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、
およびディストーション（％）を示したものである。図４に示されるように、本実施例２
に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好適に補正され
る。
【実施例３】
【００５０】
　基本的なレンズデータを以下の表５に示す。実施例３は、第２レンズＬ２の物体側の面
Ｒ３に回折光学面ＤＯＥが形成されている。
【００５１】
【表５】

【００５２】
　次に実施例３における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各係数の値を以下
の表６に示す。
 
【００５３】
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【００５４】
　各条件式の値を以下に示す。
（１）ｆ／ｆ１２＝０．９２７
（２）ｆ／ｆ３４＝－０．０２９
（３）ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＝－０．０４９
（４）ｆ／ｆｄ＝０．０８６
このように、実施例３に係る撮像レンズは条件式（１）～（４）を満足する。
【００５５】
　図６は、本実施例３に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、
およびディストーション（％）を示したものである。図６に示されるように、実施例３に
係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好適に補正される
。
【実施例４】
【００５６】
　基本的なレンズデータを以下の表７に示す。実施例４は、第１レンズＬ１の物体側の面
Ｒ１に回折光学面ＤＯＥが形成されている。
【００５７】

【表７】

【００５８】
　次に実施例４における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各係数の値を以下
の表８に示す。
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【００５９】
【表８】
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【００６０】
　各条件式の値を以下に示す。
（１）ｆ／ｆ１２＝０．９６４
（２）ｆ／ｆ３４＝－０．０２３
（３）ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＝－０．０４２
（４）ｆ／ｆｄ＝０．００２
このように、実施例４に係る撮像レンズは条件式（１）～（４）を満足する。
【００６１】
　図８は、本実施例４に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、
およびディストーション（％）を示したものである。図８に示されるように、実施例４に
係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好適に補正される
。
【実施例５】
【００６２】
　基本的なレンズデータを以下の表９に示す。実施例５は、第１レンズＬ１の像側の面Ｒ
２に回折光学面ＤＯＥが形成されている。
【００６３】

【表９】

【００６４】
　次に実施例５における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各係数の値を以下
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【００６５】
【表１０】
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【００６６】
　各条件式の値を以下に示す。
（１）ｆ／ｆ１２＝０．９７１
（２）ｆ／ｆ３４＝－０．０３９
（３）ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＝－０．０４２
（４）ｆ／ｆｄ＝０．０２２
このように、実施例５に係る撮像レンズは条件式（１）～（４）を満足する。
【００６７】
　図１０は、本実施例５に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）
、およびディストーション（％）を示したものである。図１０に示されるように、実施例
５に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好適に補正さ
れる。
【実施例６】
【００６８】
　基本的なレンズデータを以下の表１１に示す。実施例６は、第２レンズＬ２の像側の面
Ｒ４に回折光学面ＤＯＥが形成されている。
【００６９】

【表１１】

【００７０】
　次に実施例６における非球面係数と回折光学面における光路差関数の各係数の値を以下
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【００７１】
【表１２】
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【００７２】
　各条件式の値を以下に示す。
（１）ｆ／ｆ１２＝０．９５３
（２）ｆ／ｆ３４＝－０．０２４
（３）ｆ／（Ｖ２・ｆ２）＋ｆ／（Ｖｄ・ｆｄ）＝－０．０４７
（４）ｆ／ｆｄ＝０．０４５
このように、実施例６に係る撮像レンズは条件式（１）～（４）を満足する。
【００７３】
　図１２は、本実施例６に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）
、およびディストーション（％）を示したものである。図１２に示されるように、実施例
６に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好適に補正さ
れる。
【００７４】
　したがって、上記の実施の形態に係る撮像レンズは、少ない構成枚数で色収差補正と他
の諸収差補正の両立を図り、大口径比化と高性能化を実現できる。
【産業上の利用可能性】
【００７５】
本発明は、より高画素の小型撮像素子に適用することができ、特に携帯電話機等の携帯情
報端末に搭載される小型の撮像レンズの分野での効果が大きい。
【符号の説明】
【００７６】
ＳＴ　　開口絞り
Ｒ１　　第１レンズの物体側の面
Ｒ２　　第１レンズの像側の面
Ｒ３　　第２レンズの物体側の面
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Ｒ４　　第２レンズの像側の面
Ｒ５　　第３レンズの物体側の面
Ｒ６　　第３レンズの像側の面
Ｒ７　　第４レンズの物体側の面
Ｒ８　　第４レンズの像側の面
Ｒ９、Ｒ１０　　カバーガラス面
ｄ１～ｄ９　　軸上面間隔
Ｘ　　　光軸
Ｓ　　　結像面
ＤＯＥ　　回折光学面が形成された面
 
 

【図１】 【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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